
（保険料6段階設定用）  

第1号被保険者の保険料推計報告書  
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第4期第1号被保険者の保険料推計（6段階）080819．×ls   

l． 居宅サービス／地域密着型サービス／施設サービス給付費の推計  
（年間）  

平成18年  平成19年  平成20年  平成21年度  平成22年度  平成23年度   
（1）居宅サービス  

①訪問介護  

給付費  

②  問入浴介護  

給付費  
③  間看護  

給付費  
④  訪問リハビリテーション  

給付費  

⑤居宅療養管理指導  

給付費  

6  適所介護  

給付費  
⑦通所リハビリテーション  

給付費  

8短期入所生活介護  

給付費  

9  入戸 養介護  

給付費  

⑩特定施設入居者生活介護  

給付費  

⑪福祉用具貸与  

給付費  
⑫特定福祉用具販売  

給付費  
巳  ）地域密着型サービス  

①夜間対応型訪問介護  

給付費  
②  認知症対応型通所介護  

給付費  
③小規模多機能型居宅介護  

給付費  

4宣刃 、応刑土間生活介護  

給付費  

5    」寺定施雪 入居者生活介護  

給付費  
⑥地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護  

給付費  
3）住宅改修  

給付費  

（4）居宅介護支援  

給付費  
（5）介護保険施設サービス  

給付費  

2 宝老人保健施設  

給付費  

3 き 養刑医療施喜八  

給付費  

4          適用）からの‾換∠ゝ  

給付費  

介護給付費計（小計）→（Ⅰ）  
1介護老人福祉施設  

円  円  円  円  円  円   
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第4期第1号被保険者の保険料推計（6段階）080819．xIs  

2．介護予防サービス／地域密着型介護予防サービス給付費の推計  
（年間）  

平成18年度  平成19年度  平成20年度  平成21年度  平成22年度  平成23年度   
（1）介護予防サービス  

①介護予防訪問介護  

給付費  
（∋介護予防訪問入浴介護  

給付費  
③介護予防訪問看護  

給付費  

④介護予防訪問リハビリテーション  

給付費  

⑤介護予防居宅療養管理指導  

給付費  

⑥介護予防適所介護  

給付費  
（∋介護予防適所リハビリテーション  

給付費  

（診介護予防短期入所生活介護  

給付費  

⑨介護予防短期入所療養介護  

給付費  

⑩介護予防特定施設入居者生活介護  

給付費  

⑪介護予防福祉用具貸与  

給付費  

⑫痔定介護予防福祉用具販売  

給付費  

（2）地域密着型介護予防サービス  

①介護予防認知症対応型通所介護  

給付費  

②介護予防小規模多機能型居宅介護  

給付費  
③介護予防認知症対応型共同生活介護  

給付費  

（3）住宅改修  

給付費  

（4）介護予防支援  

給付費  

予蛎給付費計（小計）→（Ⅱ）  円   円   円   円   円  円  

総給付費（合計）  

→（Ⅲ）＝（ー）＋（Ⅱ）  
円   円   円   円   円   円   

－17－   





第1号被保険者の保険料の推計  

l．標準給付費  

平成21年度  平成22年度   平成23年度   合計   
円   円   円   円   
円   円   円   円   

2．地域支援事業雲  

3．諾1号被保険者の保険料  
平成21年度   平成22年度   平成23年度   合計   

第1号被保険者数  人   人   人   人  
前期（65′・■74歳）  人   人   人   人  
後期（75歳～）  人   人   人   人  
所  格段階別加入割合  

雲1段階  
鷺2段階  
笠3段階  

笠4段階  
貰5段階  
筑6段階  

合計  
所  ‘段階別被保険者数  

笠1段階   人   人   人   人  
篭2段階   人   人   人   人  
貰3段階   人   人   人   人  
箋4段階   人   人   人   人  
薯5段階   人   人   人   人  
簑6段l皆   人   人   人   人  
合計   人   人   人   人  

所得段階別加入割合補正後被保険者数（C）  人   人   人   人   

標準給付者見込春百（A）  円   円   円   
鷺1号被保険者負担分相当額（D）  円   円   円   

円  

調整交付金相当喜貞（E）  円   円   円   円   
調整交付金見込交付割合（H）  0，00％   0．00，i   0．00％  

0．0000   0．0000   0．0000  
得段階別加入割合補正係数（G）  

後期高l蛤者加入割合補正係数（F）         所        調整交付金見込転（l）  円   円   円   円   

財政安定化基金拠出金見込縮（」）   円   
財政安定化基金拠出峯   0．00％  

財政委定化基金償還金   円   円  円   
準備基金の残高（平成20年度末の見込春吉）  

円  

準備基金取崩錮  
円  

査支払手数料1件あたり単価   00円   00円   00円  
蕃査支払手数料支払件数   
審査支払手数料差引額（K）   

件   件  
円   

件  
円   円   円   

市町村特別給付費等   円   円   円   円   

※保険料Ⅰ、Ⅳは、保険料収納必要額を「第1号被保険者負担分及び調整交付金相当額一調整交付金見込額＋財政安定化基金拠出金   
見込板」で算出される額とした場合の保険料です。  

※保険料Ⅱ、Ⅴは、保険料収納必要額を「保険料王の保険料収納必要額・国庫負担等の算定の対象とならない審査支払手数料樋＋市町村   
特別給付費等＋市町村相互安定化事業負担額一市町村相互安定化事業交付額」で算出される報とした場合の保険料です。  

※保険料Ⅲ、Ⅵは、保険料収納必要額を「保険料Ⅱの保険料収納必要額＋財政安定化基金償還金一準備基金取崩額」で算出される   
額とした場合の保険料であり、当該保険者の第1号被保険者の保険料の基準額です。  

4．諾3期の第1号披保険者の保険料の基準額（月額）  

第3期の第1号被保険者の保険料の基準額（月額）（注）  

（注）市町村合併した場合には、構成市町村の保険料の基準額を第1号被保険者数で加重平均して算出してください。  
市町村合併した場合の保険料の基準額＝∑ t（各構成市町村の保険料の基準額）×（各構成市町村の第1号被保険者数）I  

÷（構成市町村の第1号被保険者数の合計）   

5．財政安定化碁会慣還金・準備基金取崩蜃の影響・第3期と第4期の甫1号被保険者の保険料の基準額（月額）の比較  



第1号被保険者の保険料推計ワークシートの作業の手11馴こついて  

（※下記文中のセル番号は、6段階ワークシートのものとする。）  

①「1シート」「2シート」  

サービス見込量ワークシート内の〈保険料シート転記用〉の数値を、水色   

セル部分に転記する。  

【入力部分：水色のセル】   

水色セルに、各サービスの給付費見込を入力する。  

【結果】   

総給付費が算出され、各年度の合計額が「保険料シート（E6～G6）」  

に転記される。  

②「3シート」  

第4期計画期間の各段階被保険者数の推移を水色セルに入力する。  

【入力部分：水色のセル】  

3．「所得段階別加入者数・基準額に対する割合」  

・平成21～23年度所得段階別加入者数  

（E5～10／G5～10／Ⅰ5～10）  
4．「保険料基準額に対する割合の弾力化」  

・基準所得金額（D25）  

・平成21～23年度所得段階別加入者数  

（E18～20・22～25／G18～20・22～25  
／I18～20・22～25）  

・平成21～23年度基準額に対する割合  

（K18～20・22～25／L18～20・22～25  
／M18～20・22～25）   

5．財政安定化基金拠出率（C31）   

6．審査支払手数料1件あたり単価（C35／D35／F35）  

【結果】   

3．「所得段階別加入者数■基準額に対する割合」は、「保険料シート：3．  
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第1号被保険者の保険料」に反映され保険料算定に用いられる。   

4．「保険料基準額に対する割合の弾力化」は弾力化保険料算定（「保険  

料シー ト」（E82／G82／Ⅰ82）に用いられる。  

③「保険料シート」  

特定入所者介護サービス費等給付額■高額介護サービス費等給付額・地域   

支援事業費等を考慮して、各数値を水色セルに入力し、保険料を算定する。  

【入力部分：水色のセル】  

1．標準給付費   

・各年度の特定入所者介護サービス費等給付額（E7／F7／G7）   

・各年度の高短介護サービス費等給付額（E8／F8／G8）   

・各年度の審査支払手数料支払件数（ElO／FlO／GlO）   

2．地域支援事業費   

・地域支援事業費（モ15／F15／G15）   

3．第1号被保険者の保険料   

・前期（65～74歳）被保険者数（E32／F32／G32）   

・後期（75歳～）被保険者数（E33／F33／G33）   

・財政安定化基金償還金（H62）   

・準備基金の残高（平成20年度末の見込鰻）（H63）   

・準備基金取崩額（H64）   

1市町村特別給付費等（E68／F68／G68）   

・市町村相互財政安定化事業負担額（H69）   

・市町村相互財政安定化事業交付額（H70）   

・予定保険料収納率（E73）  

■第3期の第1号被保険者の保険料の基準額（月額）（E98）  

【結果】   

これらの数値入力により保険料収納必要額（H71）が計算され、以下  

の数値が算出される。   

・保険料の基準額（H75～80）   

・弾力化をした場合の保険料鎮（H83～88）  

1  

「保険料シート（H80）」（弾力化を行う場合は「保険料シート（H88）」）  

に算出された数値が、推計された基準額となる。  
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第4期介護保険料の設定 今後のスケジュール予定  

平成20年  

8月20日  保険料推計ワークシート（1回目）の説明・配布  

後期高齢者加入割合補正係数算出のための調査依頼  

（集計し次第、速やかに本係数を連絡する）  

9月上旬  

保険料推計ワークシート（1回目）提出締切  9月26日  

10月中旬～11月下旬  

各都道府県ヒアリング（全都道府県対象■2回程度）  

平成21年  

1月下旬  保険料推計ワークシート（2回目）の提出締切  

1月末～2月中旬   

第4期保険料（条例案）調査  

3月下旬～4月中旬  

第4期保険料（確定条例）調査  

第4期保険料額の公表  4月下旬   
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一－、 ■‾ ‾‾い・ ■■－■■■－■‘‾一■【■・■㌢■■hr●■■ヽ■■■ヽイ▼－■■‾■‾－一  

介護保険料の  段階設定について（第3期における税制改正激変緩和措置を踏まえた対応案）  

現行制度における介護保険料設定の仕組み  

○ 介護保険の給付費の50％を、65歳以上の高齢者と40歳～64歳の者の人口比で按分し、市町村（保険者）は、   
その約19％（第3期の65歳以上高齢者人口比率）を高齢者に個人単位で課した介護保険料により賄う。  

○ この介護保険料は、低所得者等に配慮し負担能力に応じた負担を求める観点から、市町村民税の課税状況   
等に応じて段階別に設定されている。（標準は6段階）  

l  

l  

l  

市町村民税本人非課税；市町村民税本人課税  
く  T  ＞                                         l  

l  

l  

l  

第1号被保険者の  
（保険料1．5  
基準籠×）  

保険料  

090円（全国平均）   

第5段階  第6段階  

第5段階  

市町村民税課税  

かつ基準所得金  

額200万円未満   

第6段階  

市町村民税課税  
かつ基準所得金  

額200万円以上   

第4段階  

基△が市町村  

民税非課税  

（世帯に課税者   

がいる）  

第3段階  

帯全員が市町  

村民税非課税  

かつ本人年金収  
入80万円超等  

第1段階  

生活保護受給者   

第2段階  

世帯全員が市町  

村民税非課税  

かつ本人年金収  
入80万円以下等  



第3期の激変緩和措置  

［税制改正の内容］  

①公的年金等控除の最低保障額の引下げ（140万円→120万円）   

（平成16年度改正）一所得税・住民税   

②高齢者の非課税限度額（合計所得金額125万円）の廃止   

（平成17年度改正）一住民税  

（注）生活保護級地区分1緑地の場合  

例‥税制改正の影響により夫の保険料段階が第3段階から第5段階に上昇（妻の保険料段階は、連動して第2段階から第4段階に上昇）  

呆険料縫 1．25  
H  

な激変平成本琵詣歪芸1二言…掻 

…税制改正の影響で  

、和日匝  平成18年度0  
三、′ヽ、三、’へ  

0，75   酢                      ‖翳し＿＿－‥‖  夫22．2万円／月 （266万円／年） 
夫17．6万円／月 夫20．4万円ノ月   －  
（211万円／年）※（245万円／年）   

※ 図は1級地のケース  

妻は基礎年金満額  

－一一 

注）実際の激変緩和措  

置は、保険料段階が2段  

階上昇した者に限らず、  

税制改正の影響により保  

険料段階が上昇した者全  

てを対象として講じられて  

いる。   



第4期の保険料設定のポイント  

○従前通りの6段階設定を 標準とし、保険者の判断により以下の対応がとれるようにする。  

・従来の第5段階の者のうち合計所得金額が保険者が定める額（例えば125万円）未満の者について、保険   
料の乗率を引き下げ（引き下げ幅は保険者の判断による。）。【保険者に周知】  
・従来の第4段階の者のうち年金収入と合計所得金額の合計額が80万円以下の者（第2段階と同様の本人   
収入要件。）について、保険料の乗率を引き下げ（引き下げ幅は保険者の判断による。）。【政令改正】  

・乗率引き下げ分は、第1号被保険者全体の保険料負担により賄う。   

第6段階  

市町村民税課税  

かつ基準所得金  

額以上  

第3段階  

世帯全員が市町村民  

税非課税かつ本人年  
金収入80万円超等  

第5段階  

市町村民税課税  

かつ基準所得金  

額未満  

第4段階  

本人が市町村民税  

非課税（世帯に課   

税者がいる）  

第2段階  

世帯全員が市町村民  

税非課税かつ本人年  

金収入80万円以下等  

第1段階  

生活保護受給者  

※基準所得金額…第3期は200万円。第4期については改めて設定。   



第4期介護保険料の設定について（意見）  

介護保険料等の在り方に関する検討会  

平成20年8月15日  

1 基本的考え方  

○ 介護保険料については、保険者の判断により、平成16年及び平成17年の   

税制改正（公的年金等控除の縮小及び高齢者非課税限度額の廃止）により保   

険料が急激に上昇することがないよう、平成18年度及び平成19年度に激   

変緩和措置が講じられ、更に、平成20年度は、保険料上昇額の大きさ等に   

鑑み、平成19年度の水準に据え置かれてきたところである。  

○ 平成21年度から始まる第4期の保険料設定については、   

① 激変緩和措置の終了により保険料の上昇額が著しく大きくなる場合にお  

いて保険者がきめ細かな配慮を行えるよう対応しておくことが引き続き必  

要である一方で、   

② 既に当該税制改正から3年が経過しており、税制改正の影響を受けなか  

った被保険者や、当該税制改正以降に65歳になった被保険者との均衡に  

配慮する必要がある。  

2 今後必要な塵畳  

○ このため、第4期の保険料設定においては、従前の6段階の保険料設定を   

標準とし1）つも、以下のとおり、保険者の判断により当該税制改正の影響を   

受けた者を含めて保険料を引き下げることを可能とするための選択肢を用意   

することが必要である。  

○ 市町村民税課税層である第5段階の設定については、従来より保険者の実   

情に応じて区分を設け、その区分に応じた保険料額を設定することが可能で   

あるが、保険者の判断により合計所得金額が一定以下の者についての保険料  
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額を引き下げることが可能であることを周知していくことが必要である。  

○ 一方、当該税制改正により同一世帯内に課税者が生じたことにより保険料   

段階が上昇した者を含む階層である第4段階については、保険者がその判断   

により保険料段階の区分を設け、その区分に応じた保険料額を設定すること   

ができない仕組みとなっている。 このため、市町村民税が非課税とされてい   

る者のうち収入が一定以下の者について保険料額を引き下げることが可能と   

なるよう政令を改正することが必要である。  

○ なお、第5期以降の保険料の在り方については、段階別保険料設定の問題   

点・、論点を踏まえつつ、当検討会において引き続き検討する。  
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